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Topics 
 「私たちのめざす母子生活支援施設」（ビジョン）を実現するための職員集団をめざす～第 61 回 

全国母子生活支援施設研究大会(仙台市大会) 
 

 地域のセーフティネット施設としての期待に応える～第 41 回全国救護施設研究協議大会（広島

市大会） 
 

 未来の地域社会を担う社会福祉法人のリーダーがともに学びあう～第 21 回社会福祉法人経営青

年会全国大会(徳島県大会) 
 

 地域包括ケアの深化・推進による地域共生社会の実現に向けた実践課題～平成 29 年度生活支

援コーディネーター研究協議会 
 

 訪問型サービス、食事サービス、移動・外出支援等の住民主体の活動を学ぶ～平成 29 年度支え

合いをひろげる住民主体の生活支援フォーラム 
 

 職員育成・組織管理等に関する知識・技術の習得をめざす～市区町村社会福祉協議会管理職

員研修会 
 

 障害者福祉従事者に求められる専門スキルの習得、向上をめざす～平成 29 年度全国社会就労

センター協議会 課題別専門研修会 
 

 福祉人材確保を取りまく最新情勢や新たな視点の習得をめざす～平成29年度福祉人材センター・

バンク基幹職員会議 
 

 安田祥子さんを迎えて～第 19回ロフォス湘南ファミリーコンサート 
 

社会保障・福祉政策情報 
全社協 11 月日程 
インフォメーション 

利擁護・虐待防

政策企画部 広報室 z-koho@shakyo.or.jp 

TEL03-3581-4657  FAX03-3580-5721 

〒100-8980東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

2017（平成 29）年 11月 1日 

日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 108 号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

こころ豊かに、希望をもって 

ふくし映像レポート 

高齢社会を生きる 

https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
http://www.shakyo.or.jp/news/20150331_vision.pdf
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
mailto:z-koho@shakyo.or.jp
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://www.fukushi-work.jp/
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
https://youtu.be/1pS_RF1fn0c


 

2  

 
 
 
 

 

 

■ 「私たちのめざす母子生活支援施設」（ビジョン）を実現するた

めの職員集団をめざす～第61回 全国母子生活支援施設研

究大会(仙台市大会) 
 

全国母子生活支援施設協議会（会長 菅田 賢治／以下、「全母協」）は、10 月 12

～13 日、第 61 回全国母子生活支援施設研究大会を開催し、242 人の参加者が宮城

県仙台市に集いました。 

初日は厚生労働省 こども家庭局 家庭福祉課 成松 英範 課長の行政説明、菅

田 賢治 全母協会長の基調報告ではじまりました。菅田会長は施設の現状、全母協

の事業や「私たちのめざす母子生活支援施設（ビジョン）」（以下、全母協ビジョン）具

現化のための取組みを説明した後、本年 8 月 2 日付で公表された「新しい社会的養

育ビジョン」（以下、ビジョン）が母子生活支援施設やひとり親家庭の在宅支援に求め

た内容、例えば、地域に開かれた施設として妊娠期からのケア、ペアレンティング教育、

親子関係再構築などの専門的なケアを提供できる多様なニーズに対応できる機関と

なることが求められている等を説明しました。併せて、親子入所機能の創設や、母子

や父子で入所できる施設体系が求められたこと、母子生活支援施設がDVからの保護

が重要な役割であるため、それ以外の母子の入所が制限される問題もある等ビジョン

に示された内容は、母子生活支援施設への理解の不十分さ、都道府県・市町村間の

連携不足があると指摘し、そのうえで、私たちはこのビジョンが示す在宅支援に十分な

役割を果たせる機能をもっている、それぞれの施設が各地域で行政機関との関係を

厚くし、家庭支援に取組んでほしいと述べました。 

初日後半は職員の段階的な成長のサポートを考えるシンポジウムを実施しました。

株式会社マイナビの小笠原 洋平 氏から、人材育成の全体像や新任職員層の考え

方の傾向、効果的な OJT のすすめ方についてお話しいただきました。また、渋谷 行

成 玉川大学教授からは、全母協ビジョンや全母協が作成した研修体系を参考に、求

められる職員像をお話しいただき、求める人材を学生に発信することや教育機関ととも

に人材を育てることの必要性をお話しいただきました。さらに、ブルーメ笹塚母子支援

員の山﨑 結衣 氏からは、母子生活支援施設を就職先に選んだ経緯や就職活動の

着目点などの実体験をお伝えいただきました。 

Topics 
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2 日目は「新しい社会的養育ビジョンを

読み解く」をテーマに据え、山崎 美貴子

神奈川県立保健福祉大学顧問と山縣 

文治関西大学教授の講義及び芹澤 出

全母協副会長の進行によるてい談を行い

ました。内容はビジョンの読み解きにとど

まらず、全母協ビジョンとの関連性・類似

性、支援の際のひとり親家庭への向き合

い方、支援内容の可視化と社会へのア

ピール、研修と人材育成の重要性など多

岐にわたりました。 

午後は、資生堂社会福祉事業財団の海外研修に参加した母子生活支援施設職員

の視察報告と東日本大震災の被災者支援に取組んだ NPO 法人の講演を行いました。

昨年の海外研修には母子保健・乳幼児精神保健・妊娠期からの母子支援の様子を視

察するプログラムも組まれており、MC ハイツ平和の山森 美由紀 氏と沙羅の木の山

元 真哉 氏の発表から、カナダ行政や病院の実態や支援団体の実際を参加者と共

有しました。宗片 恵美子・NPO 法人イコールネット仙台代表理事の講演は、防災・減

災を女性の視点で考える地域づくりの示唆に富んでいる内容でした。 

最後に廣瀬 みどり全母協総務委員長が大会アピールを読みあげ採択したあと、次

年度開催地の福田 眞弓鳥取県母子生活支援施設協議会会長があいさつし閉会し

ました。次回は平成 30 年 11 月 21～22 日、鳥取県鳥取市で開催を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講義とてい談の様子 

山崎美貴子氏(左)、山縣文治氏(右) 
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第 61 回全国母子生活支援施設研究大会アピール 

 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

 

社会は今、子育て家庭への支援や妊娠期からの継続的支援、親子関係の再構築・

修復機能、さらに児童虐待防止の充実を求めています。 

児童福祉法制定後70年の節目となる今年、厚生労働省の検討会の提言「新しい社

会的養育ビジョン」に、すべての子どもを対象にしたポピュレーションアプローチのもと特

定妊婦に関する支援などが示され、母子生活支援施設には、地域に開かれた施設とし

て専門的ケアが提供できる機関となることなどが求められました。 

もとより母子生活支援施設は、「私たちのめざす母子生活支援施設(ビジョン)」（以下､

全母協ビジョン)に｢統合性･包括性･地域性｣を掲げ、各施設が細やかな気遣いで日々

の支援を重ねています。 

その支援をより充実させ、期待に応えるためにも、私たち母子生活支援施設は本日こ

こに、研究大会参加の皆さまと、４つのことを社会にアピールします。 

 

１．私たちは母子生活支援施設倫理綱領の具現化をすすめます 

母と子の最善の利益を保障するため、倫理綱領にうたった理念を遵守します。 

 

２．私たちは全母協ビジョンの実現をめざし、そのための実践と、利用者支援、地域支 

２．援に取り組みます 

「私たちのめざす母子生活支援施設（ビジョン）」に提言した、利用者の入所から退

所、アフターケアまでの、継続的で専門的な家族支援の充実を図ります。 

また、地域のひとり親家庭の自立支援、学習支援などに取り組み、地域への支援強

化をめざします。 

 

３．私たちは専門性を高めて母と子を支援します 

ＤＶ被害、児童虐待等の心理的外傷、精神疾患などの障害、外国籍であることなど

の多様な背景のある母と子を支えます。また、母親自らが、かけがえのない自分を取り

戻すことができる肯定感や社会に対する信頼、子どもが喜ばれ産まれてくることへの

生命の尊厳、安心感等をもって子育てや生活が営めるよう支援に努めます。そして、

専門的支援を高め、一層のインケアの向上をすすめます。  

 

４．私たちは地域社会とともにすべての子どもを社会全体で育む社会の実現に努めま          

４．す 

関係機関や団体とネットワークの形成、連携をより強化し、住みよい地域社会づくり

に努めます。 
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■ 地域のセーフティネット施設としての期待に応える～第41回全

国救護施設研究協議大会（広島市大会） 
 

全国救護施設協議会（会長 大西 豊美／以下、「全救協」）では、10 月 19～20 日、

広島県広島市において「地域のセーフティネット施設としての期待に応えよう～第二次

行動指針を通して発揮する救護施設の役割～」をテーマとした標記大会を開催し、全

国から参集した約 570 名の全救協の会員施設・関係者と共に研鑽と交流をはかりまし

た。 

大会初日は、救護施設職員 83 名への永年勤続功労者表彰贈呈の後、厚生労働

省 社会・援護局 保護課 鈴木 建一 課長による行政説明が行われました。特別講

演では中央大学 教授 宮本 太郎 氏から、生活困窮者自立支援制度の現状と課題、

そのなかでの救護施設の役割についてお話しいただきました。 

大会 2 日目の大西会長の基調報告では、「救護施設は原則

的に循環型の施設であるが、すぐに地域移行が難しい者が入所

しているのも事実である。しかしながら、利用者に対してどれだけ

密度を持って対応しているかを常に意識していただきたい。少し

でも地域移行の可能性のある方については、地域移行の視点を

持って支援に取組んでほしい。また、個別支援計画に基づくエ

ビデンスのある救護施設の支援をこれまで以上に向上させるた

めにも、会員施設においては第三者評価の積極的な受審をお願

いしたい」との期待の言葉が述べられました。 

最後に広島県出身のヴィオラ奏者 沖田 孝司 氏から記念講演があり、「私の貯金

箱」をテーマに救護施設の職員へのメッセージが送られ、2日間の大会の幕を閉じまし

た。 

 

 

 

 

 

 

  

基調報告をする 

大西会長 
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■ 未来の地域社会を担う社会福祉法人のリーダーがともに学び

あう～第 21 回社会福祉法人経営青年会全国大会(徳島県

大会) 
 

全国社会福祉法人経営青年会（会長 塘林 敬規／以

下、「全国青年会」）は、第 21 回社会福祉法人経営青年

会全国大会を徳島県にて 10 月 19～20 日に開催し、308

名が参加しました。 

今年度は、「ふくし×クリエイト～その先を見据えて～」

をテーマに、アーティストや映像関係、お笑いなど様ざま

な分野の先駆者が抱く「未来への志」を体感することで、

私たちが未来の地域社会でどのような役割を担っていくべ

きか考えることを目的に開催しました。 

第 1 日目は、全国青年会の塘林会長の基調報告に引き続き、厚生労働省 社会・

援護局 福祉基盤課 石垣 健彦 課長より、地域共生社会の進展と社会福祉法人の

役割について、ご説明いただきました。 

記念講演では、「つながること」というテーマで、

東京オリンピック・パラリンピックエンブレムの作者

であるアーティスト 野老 朝雄 氏に、また、講義

Ⅰでは「映画を通して、地方を考える」をテーマ

に、一般社団法人ニコニコフィルム代表 蔦 哲

一郎 氏にご講義いただきました。 

第 2 日目は、全国青年会各委員長からの委員

会活動報告の後、講義Ⅱ「落語から学ぶふくし」と

題して、落語家の笑福亭 學光 氏に高座形式で

ご講演いただきました。その後、3 つの会場に分か

れ、全国青年会会員による「社会福祉法人経営の実践報告」を行い、全国の法人に

おける先駆的な取組みを発表しました。 

アートや映像、落語の分野の先駆者たちが抱く「志」は、福祉の世界にも通ずるもの

が多く、地域共生社会の構築を実現していくにあたって次世代のリーダーが何をすべ

きか、考察する 2日間となりました。 

 

 

 

 

基調報告を行う塘林 敬規

全国青年会会長 

東京オリンピック・パラリンピックエンブ

レムの作成過程を語る野老 朝雄氏 
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■ 地域包括ケアの深化・推進による地域共生社会の実現に向け

た実践課題～平成 29 年度生活支援コーディネーター研究協

議会 
 

10月18日、介護保険制度における新たな総合事業等の各地での実践をもとに、地

域共生社会の実現に向けたこれからの地域づくりをテーマとして「平成 29年度生活支

援コーディネーター研究協議会」（於：全社協・灘尾ホール、参加者 314 名）を開催し

ました。 

本研究協議会は、住民による支え合い活動を推進することを目的として関係 14 団

体で構成している新地域支援構想会議の運営企画によるもので、公益財団法人みず

ほ教育福祉財団の助成を受けて実施しています。 

 

●地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現に向けて期待される生

活支援コーディネーターの役割 

厚生労働省 老健局 振興課 谷内 一夫 課長補佐からは、生活支援・介護予防

の体制整備における生活支援コーディネーターや協議体等の取組みと地域づくりの

ポイントについて、自治体での実践事例をまじえながら説明いただきました。また、「我

が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に向けた厚生労働省等の取組みを紹介いただ

きました。 

高齢者の自立した日常生活の支援を包括的に確保する体制である地域包括ケア

システムの実践とノウハウは、その対象を全世代・全対象型の福祉サービス等に活用・

転換していくことで、地域づくりと包括的な支援体制の整備による地域共生社会の実

現に結びつけることができるとの示唆をいただきました。 

 

●『我が事・丸ごと』の地域づくりと新たな地域支援事業の推進に向けて 

ルーテル学院大学 和田 敏明 名誉教授からは、地域共生社会の実現と新しい総

合事業の関係性やとらえ方とともに、地域の生活課題をもとにした生活支援コーディ

ネーターと協議体等に求められる役割と具体的な実践について講演いただきました。 

生活支援コーディネーターの「機能」に着目した実践の必要性とともに、生活支援

ニーズに基づく住民主体の自発的な展開とその支援が求められていることを述べられ

ました。また、住民参加型の地域福祉がつくる福祉コミュニティは生活課題の発生を抑

え、予防することにつながるとの認識のもと、次世代につなぐ循環型の地域社会づくり

のための実践が重要であることを提起されました。 
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●地域における支え合いを広げるための取組みと実践課題 

武蔵野大学 渡辺 裕一 教授のコーディネートにより「協議体、生活支援コーディ

ネーターの役割と活動の実際」をテーマにシンポジウム等を行いました。 

シンポジウム等では、3 つの自治体（群馬県

藤岡市、埼玉県三芳町、宮城県多賀城市）に

おける実践報告をもとにこれからの事業・活動

の展開について考えました。シンポジストからは、

行政の担当者と生活支援コーディネーターそ

れぞれの立場から地域づくりに向けた新しい総

合事業の展開、生活支援コーディネーターとし

ての活動の実際、協議体の効果や課題等を報

告いただきました。 

新しい総合事業の実践をすすめるためには、地域ニーズとめざす地域のあり方を住

民との話し合いを通じて共有することが重要であること、生活支援コーディネーターの

実践とともに行政のバックアップが不可欠であること、協議体の構成や運営を通じて支

え合い活動や生活支援コーディネーターを担う地域住民等の参画を計画的かつ段階

的に得ていくことなどが、実践の主なポイントとして報告されました。 

また、シンポジウムの内容を踏まえて、参加者の意見交換を行うとともに、全体討議

により、今後の実践に向けた課題と展望を共有しました。 

平成 30 年 4 月に向けて、すべての自治体で協議体や生活支援コーディネーター

の設置がすすめられます。新しい総合事業の実施に向けた体制と仕組みづくりにおい

ては、地域での支え合い活動の活性化や包括的な相談支援体制の構築による生活

支援等の実施が着実に展開されるようなプロセスや仕掛けが必要となります。体制と

仕組みづくりのプロセスから地域づくりがはじまっていると認識することが取組みのポイ

ントとなります。 

 

 

 

■ 訪問型サービス、食事サービス、移動・外出支援等の住民主体

の活動を学ぶ～平成 29 年度支え合いをひろげる住民主体の

生活支援フォーラム 

 

10月 19日、平成29年度 支え合いをひろげる住民主体の生活支援フォーラム（以

下、フォーラム）を開催しました。 

平成 27 年度から実施されている新しい地域支援事業は、実施主体の各市町村に

シンポジウムの様子 
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おいて今年度までに段階的に事業移行がすすめられており、地域の多様なニーズに

対応する住民主体の生活支援の拡充が期待されています。このようななかで開催した

フォーラムは、昨年に引き続き、各地ですすめられている住民主体のサービスに豊富

な知識・経験を有する 3 団体（住民参加型在宅福祉サービス団体全国連絡会、一般

社団法人全国食支援活動協力会、特定非営利活動法人全国移動サービスネットワー

ク）の共催により開催し、全国から 300 名が参加しました。 

午前中のシンポジウムでは、各共催団体を

代表する3名のシンポジストが登壇しました。孤

立や高齢化、過疎化、生活困窮等の地域をめ

ぐる課題のなかで、住民主体の新たなサービス

展開の全国的な現状と、地域のネットワークづ

くりによる協働推進の特徴、そして新しい地域

支援事業の移行に伴う課題について報告が行

われました。あわせて会場参加者からの質疑

により、必要な条件整備、取組みのポイントを

共有しました。 

午後の分科会では、訪問型、食事、移

動・外出支援の各サービスについて、各

地で既存の活動を活性化したり、新たに

必要とされる活動やサービスを立ちあげた

り、分野や課題を横断した取組み等の実

践活動を紹介するとともに、サービスの立

ちあげや運営を行う際に参考になる情

報、留意点、専門職や住民との協働のあり

方について学びました。 

 

 

■ 職員育成・組織管理等に関する知識・技術の習得をめざす～

市区町村社会福祉協議会管理職員研修会 
 

中央福祉学院では、10 月 15～17 日、市区町村社会福祉協議会管理職員研修会

を開催しました。全国から 79 名の受講者にご参加いただき、講義や演習を通して、管

理職員として必要な社会福祉を取りまく環境や、職員育成・組織管理等に関する知

識・技術を学びました。 

シンポジウムの様子 

分科会の様子 
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2 日目の夜間演習では、自社協の環境

特性分析を行い、課題に取組みました。 

また、研修最終日には研修中の学びを

通して、自身の目標形成を作成し、グ

ループ内で情報共有を行いました。 

 

 

 

 

 

■ 障害者福祉従事者に求められる専門スキルの習得、向上をめ

ざす～平成 29年度全国社会就労センター協議会 課題別専

門研修会 
 

10 月 12～13 日、全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 寛／以下、「セル

プ協」）及び認定特定非営利活動法人日本セルプセンターの主催により、「平成 29 年

度全国社会就労センター協議会 課題別専門研修会」を開催しました。本研修会で

は、働くことを希望する障害者への支援にあたり、合理的配慮の視点や工賃向上のた

めのポイント、働くことから派生する多様なニーズに応えるために、事業種別や職種に

よって異なる知識や姿勢等について学ぶことを目的に開催し、全国から約 120 名の方

にご参加いただきました。 

初日は、はじめに阿由葉会長より、セルプ協事業の実施状況及び障害者制度改革

の動向について基調報告をいただきました。続いて、毎日新聞論説委員 野澤 和弘 

氏より「障害のある人もない人も暮らしやすい街に」と題して、雇用・教育の視点から合

理的配慮についての考え方のポイントや、地域共生社会の将来像について、具体的

な事例をまじえながらご講義いただきました。初日の最後は、Ｋプランニング代表 戸

原 一男 氏より、「工賃向上のために必要

な『4 つのチカラ』」と題して、日本全国の高

工賃を実現している事例を紹介しつつ、ポ

イントを丁寧に解説いただきました。 

2 日目は、「就労支援・移行」「作業支援

①」「作業支援②」「くらす」の 4 つのテーマ

で分科会を行いました。午前は実践報告、

グループ討議を行い、午後はグループ討

議の発表・まとめを受けて、最後に総括講

研修会の様子 

グループ討議の様子 
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義を行い、分散会のまとめとしました。 

参加者アンケートからは、「事例をたくさん聞くことができ、大変参考になった」「様ざ

まな角度から現状や展望を聞くことができ、また明日からの励みとなった」等の声が寄

せられました。 

 

 

■ 福祉人材確保を取りまく最新情勢や新たな視点の習得をめざ

す～平成29年度福祉人材センター・バンク基幹職員会議 
 

中央福祉人材センターは10月24～25日に「福祉人材センター・バンク基幹職員会

議」を開催し、全国の福祉人材センター・バンクの職員 46 名が参加しました。 

労働力人口の減少がすすみ、多くの産業で人材確保難が問題となっています。都

道府県福祉人材センター・バンクには、政府が掲げる一億総活躍社会の主要課題の

一つである介護、保育人材確保に対して中核的な機関としての役割を発揮することが

求められています。同会議は、道府県福祉人材センター・バンクの基幹職員を対象に、

広域的な情勢の習得や、今後の事業の企画等に資する情報の共有・収集を目的とし

て開催しました。 

会議では、労働力人口の減少と

密接な関わりがあるわが国の将来

推計人口の動向や、法制度の改正

に伴って今後増加が見込まれる外

国人労働者への職業紹介のポイン

ト、年々来所や求職相談が増加し

ている発達障害がある方への理解

と就業につなげていく際の対応の

留意点やポイント、事業所を経営す

る立場からみた介護労働力の将来

展望や福祉人材センターに期待することなどについて講義が行われたほか、講義の

内容などを踏まえて参加者相互でのディスカッションを実施し、今後の業務で意識し

ていくべき点や基幹的な職員として今後のセンターの事業をどのようにすすめていく

かなどについて討議の場を持ちました。 

 

 

 

 

会議の様子 
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■ 安田祥子さんを迎えて～第 19 回ロフォス湘南ファミリーコン

サート 
 

中央福祉学院では、毎年、地域貢献事業の一環として「ロフォス湘南ファミリーコン

サート」を開催しています。第19回となる今年は10月14日に、葉山町をはじめとした地

元の方々を中心に450名のお客様を迎え実施しました。 

開演に先だち、コンサートの後援をいただいた葉山町の山梨 崇仁町長からごあい

さつをいただきました。また、葉山町の福祉の発展向上に活用いただくよう、入場整理

料全額が渋谷全社協常務理事より葉山町社会福祉協議会の山本 牧人会長に贈呈

されました。 

コンサートは歌手の安田 祥子

（やすださちこ）さんをお迎えし、昔

から歌い継がれる日本の童謡の

数々を披露いただきました。客席

からは盛んにリクエストが飛びだ

し、大いに盛りあがりをみせたス

テージとなりました。 

 

 

 

  

ステージの様子 
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■ 【内閣府】第 22回 社会保障ワーキング・グループ【10 月 18日】 

経済・財政再生アクション・プログラム改革工程及び骨太方針 2017 の進捗状況報

告、今後の取組方針について。 
http://www5.cao.go.jp/keizai-
shimon/kaigi/special/reform/wg1/291018/agenda.html 
 

■ 【財務省】財政制度等審議会財政制度分科会【10 月 25日】 

財務省より社会保障の各論について論点と改革の方向性が示された。介護につい

ては、平成 29 年度の臨時の介護報酬改定の＋1.14％と平成 30 年度介護報酬改定

の合計が次期介護保険事業計画の保険料負担に直結するため、保険料負担の増を

極力抑制する観点から、平成 30 年度改定においてマイナス改定が必要であるとして

いる。 
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-
of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia291025.html 
 

■ 【内閣府】平成 29年第 14回経済財政諮問会議【10 月 26日】 

経済・財政一体改革及び賃金・可処分所得の継続的な改善・拡大に関する議論。

社会保障改革については、全世代型の社会保障制度の構築を進めるとともに、財政

健全化に向け社会保障費の抑制を一層はかるべき等との提言がなされた。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/1026/agenda.html 

 
 
 
 

 

■ 第 12回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会【10 月 24日】 

社会福祉士に求められる役割に関する議論。とくに地域共生社会の実現に資する

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg1/291018/agenda.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg1/291018/agenda.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia291025.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia291025.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/1026/agenda.html
http://zseisaku.net/
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包括的な相談支援体制の構築等を推進するにあたって今後、社会福祉士に求められ

る役割について話し合われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000181927.html 

■ 第 20回 社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会【10 月 25日】 

改正児童福祉法及び新しい社会的養育ビジョンを踏まえた今後の施策推進に関す

る話し合い。本会種別協議会では、全国児童養護施設協議会、全国乳児福祉協議会、

全国母子生活支援施設協議会から委員として出席している。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182478.html 

■ 第 14 回社会保障審議会介護給付費分科会介護報酬改定検証・研究委員会【10 月 25 日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けた、平成 27 年度介護報酬改定の効果検証及び

研究調査に係る調査（平成 29 年度調査）の調査結果（速報値）について。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182363.html 

■ 第 24 回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会【10 月 26 日】  

平成 29 年度介護事業経営実態調査の結果が公表された。介護老人福祉施設の

平成 28 年度決算の収支差率は 1.6％で対前年度比△0.9％となっている。調査した

全 22 サービスのうち居宅介護支援を除く 21 サービスが黒字で、財政当局は、介護報

酬の引き下げを求める見通し。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182533.html 

■ 第 148回社会保障審議会介護給付費分科会【10 月 27日】 

平成 30 年 4 月に向けた介護報酬改定に向け、今後のスケジュール等が示された。

12 月上中旬を目途に介護報酬改定の基本的な考え方のとりまとめを行い、1 月中旬

以降諮問・答申を行う予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182801.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000181927.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182478.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182363.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182533.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182801.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

11 月 6 日 

平成 29年度 保育士・保育

園支援センター等実施福祉

人材センター連絡会議 

全社協 5 階 

会議室 

中央福祉人材

センター 

11 月 8～10 日 

第 71 回 全国児童養護施

設長研究協議会（鳥取大

会） 

とりぎん文化会館・

ホテルニューオー

タニ鳥取 

児童福祉部 

11 月 8～12 日 
全国ナイスハートバザール

2017 in しまね  

松江テルサ(島根

県) 

高年・障害福

祉部 

11 月 8～9 日 

平成 29 年度 大都市の福

祉問題への取組を促進す

る社協セミナー 

静岡県コンベンショ

ンアーツセンター 
政策企画部 

11 月 9 日 
平成 29 年度 全国青年会

専門講座（第 1回） 

全社協 5 階 

会議室 
法人振興部 

11 月 10 日 

平成29年度 福祉サービス

の質の向上推進委員会 第

1 回 高齢者部会 

(一社)商工会館 政策企画部 

11 月 13 日 
平成 29 年度 第 3 回理事

会 

全社協・灘尾ホー

ル 
総務部 

11 月 13～14 日 
平成 29 年度 社会福祉法

人「経営塾」 

全社協 5 階 

会議室 
法人振興部 

11 月 13～15 日 
平成 29 年度 「民生委員・

児童委員リーダー研修会」 
TOC 有明 民生部 

11 月 16 日 
平成 29 年度 全国福祉医

療施設大会 
浅草ビューホテル 法人振興部 

11 月 18～19 日 
ボランティア全国フォーラム

2017 

福山ﾆｭｰｷｬｯｽﾙﾎﾃ

ﾙ 他(広島県・岡

山県) 

地域福祉部 

11 月 20 日 
平成 29 年度 第 4 回政策

委員会幹事会 

全社協 5 階 

会議室 
政策企画部 

11 月 20 日 
平成 29 年度 全国共同受

注窓口担当者会議 

全社協 5 階 

会議室 

高年・障害福

祉部 

全社協 11 月日程 
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開催日 会議名 会場 担当部 

11 月 21 日 
平成 29 年度 第 2 回評議

員会 

全社協・灘尾ホー

ル 
総務部 

11 月 22 日 
平成 29 年度 全国社会福

祉大会 
メルパルクホール 総務部 

11 月 27～28 日 
第28回 「福祉QC」全国発

表大会 

全社協 5 階 

会議室 他 
法人振興部 

11 月 29～30 日 
平成 29 年度 福祉ビジョン

21 世紀セミナー 

全社協・灘尾ホー

ル 
政策企画部 

11 月 29 日 

～12 月 1 日 

第 6回 乳児院上級職員セ

ミナー 

全社協 5 階 

会議室 
児童福祉部 
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

 

●特集「職員が取り組む『インフルエンザ』対策」 

『ふれあいケア』11 月号 

「微熱だから大丈夫だろう」「ちょっとした風邪だろ

う」と思って出勤した職員から、インフルエンザの感染

が広がってしまった、ということはどこでも起こる危険

があります。 

職員不足が続く介護現場においては、「休むとほ

かの職員に迷惑がかかる」という思いが先行して、自

分の病状を正しく判断することが難しいものです。し

かし、少し無理を押して出勤することが利用者の健康

に影響を与え、さらに多くの職員を欠勤させることに

なります。 

感染症が流行するシーズンを迎え、普段のインフ

ルエンザ予防を含めた職員の体調管理の取組みな

どについて紹介します。 

（10 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2931&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2931&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「平成 30年度厚生労働省予算概算要求の概要」 

『生活と福祉』10 月号 

本号の特集は平成 30 年度厚生労働省予算概算要

求の概要をとりまとめています。厚生労働省の概算要

求額は、平成 29 年度予算と比べ 7,426 億円増（2.4％

増）の 31兆 4,298億円。そのうち生活保護費負担金は

2 兆 9,083 億円とされております。次年度の業務に係

わる内容ですのでぜひご一読ください。 

（10 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2932&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2932&_class=120101&_category=05595

